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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

平成24年度
第１四半期連結
累計期間

平成25年度
第１四半期連結
累計期間

平成24年度

(自　平成24年
４月１日

至　平成24年
６月30日)

(自　平成25年
４月１日

至　平成25年
６月30日)

(自　平成24年
４月１日

至　平成25年
３月31日)

経常収益 百万円 3,910 5,148 15,232

経常利益 百万円 564 616 1,771

四半期純利益 百万円 305 382 ――

当期純利益 百万円 ―― ―― 900

四半期包括利益 百万円 330 △349 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 3,553

純資産額 百万円 21,008 33,395 33,993

総資産額 百万円 771,444 800,286 784,400

１株当たり四半期純利益

金額
円 3.22 4.04 ――

１株当たり当期純利益金

額
円 ―― ―― 9.39

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額
円 － 2.23 ――

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
円 ―― ―― 7.22

自己資本比率 ％ 2.58 4.02 4.18

（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。

３．平成24年度第１四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在株

式がないため記載しておりません。

４．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末少数株主持分）を（四半期）期末資産

の部の合計で除して算出しております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における岩手県内の経済をみますと、復旧復興需要に支えられ緩やかに回復してお

り、建設投資が復旧需要を中心に伸びております。また、住宅投資は、震災に伴う建替需要や災害復興住宅の建築

開始に加え、沿岸地域を中心にアパート建築も活発化しており、震災特需を中心に前年を更に上回る増加となっ

ております。

総じて、岩手県内の経済は復旧復興需要に支えられ、緩やかながらも着実に回復歩調を辿っております。

このような中、当第１四半期連結累計期間における財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

預金等（譲渡性預金を含む）は、個人預金が前連結会計年度末比78億77百万円増加しました。また、法人預金も

堅調に推移したことから全体で同160億80百万円増加し7,319億69百万円となりました。

貸出金は、アパート建築資金等の需要を要因とした不動産業や地方公共団体向け貸出は増加しましたが、その

他事業性貸出の減少等により同92億１百万円減少し4,938億29百万円となりました。

有価証券は、安定的な利息収入の増加を図る目的で債券による運用額を増額したことで同95億70百万円増加し

2,104億60百万円となりました。

経常収益は、債券運用収益や貸倒引当金戻入益の計上等により前年同四半期連結累計期間比12億38百万円増加

し51億48百万円となりました。経常費用は、与信費用は減少しましたが債券関係損失の計上により同11億85百万

円増加し45億31百万円となりました。

この結果、経常利益は同52百万円増加し６億16百万円、四半期純利益は同77百万円増加し３億82百万円となり

ました。

セグメントごとの損益状況につきましては、「銀行業務」の経常収益は前年同四半期連結累計期間比12億84百

万円増加し48億16百万円となりました。セグメント利益は同１億15百万円増加し５億99百万円となりました。

「リース業務」の経常収益は同49百万円減少し２億82百万円、セグメント利益は同１百万円減少し２百万円のセ

グメント損失となりました。
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①　国内・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支の合計額（業務粗利益）は、

国内業務部門26億95百万円、国際業務部門７百万円であり、合計では27億３百万円となりました。

資金運用収益の主なものは、国内業務部門では貸出金利息22億35百万円、有価証券利息配当金３億89百万円な

どです。国際業務部門では有価証券利息配当金５百万円などです。また、資金調達費用の主なものは、国内業務部

門では預金利息94百万円、借用金利息23百万円などです。

役務取引等収支は、内国為替手数料や投資信託等の預り資産販売に係る手数料を中心として、国内業務部門に

よる収支がほぼ全額を占めており、合計で３億39百万円となりました。

その他業務収支は、国内業務においては国債等債券損益（５勘定尻）△１億88百万円のほか、連結子会社の業

務に係る収支により、△１億63百万円となりました。国際業務においては外国為替の売買により１百万円となり、

合計で△１億62百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 2,476 4 2,480

当第１四半期連結累計期間 2,520 5 2,525

うち資金運用収益

前第１四半期連結累計期間 2,643 4
0

2,647

当第１四半期連結累計期間 2,648 5
0

2,653

うち資金調達費用

前第１四半期連結累計期間 167 0
0

167

当第１四半期連結累計期間 128 0
0

128

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 340 0 341

当第１四半期連結累計期間 339 0 339

うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 549 1 550

当第１四半期連結累計期間 547 1 548

うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 208 0 209

当第１四半期連結累計期間 207 0 208

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 382 1 383

当第１四半期連結累計期間 △163 1 △162

うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 666 1 667

当第１四半期連結累計期間 1,436 1 1,437

うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 284 － 284

当第１四半期連結累計期間 1,599 － 1,599

（注）１．国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２．資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間１百万円、当第１四半期連結累計期間

－百万円）を控除して表示しております。

３．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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②　国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門５億47百万円、国際業務部門１百万円、合計で５

億48百万円となりました。

一方、役務取引等費用は、国内業務部門２億７百万円、国際業務部門０百万円、合計で２億８百万円となりまし

た。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 549 1 550

当第１四半期連結累計期間 547 1 548

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 67 － 67

当第１四半期連結累計期間 61 － 61

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 168 1 169

当第１四半期連結累計期間 166 1 167

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 33 － 33

当第１四半期連結累計期間 75 － 75

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 151 － 151

当第１四半期連結累計期間 116 － 116

うち保護預り・貸金庫業務
前第１四半期連結累計期間 6 － 6

当第１四半期連結累計期間 5 － 5

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 38 － 38

当第１四半期連結累計期間 35 0 35

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 208 0 209

当第１四半期連結累計期間 207 0 208

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 30 0 31

当第１四半期連結累計期間 30 0 31

（注）　国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。
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③　国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 703,997 699 704,697

当第１四半期連結会計期間 724,624 528 725,153

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 332,838 － 332,838

当第１四半期連結会計期間 352,093 － 352,093

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 369,545 － 369,545

当第１四半期連結会計期間 369,760 － 369,760

うちその他
前第１四半期連結会計期間 1,613 699 2,312

当第１四半期連結会計期間 2,771 528 3,299

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 8,544 － 8,544

当第１四半期連結会計期間 6,816 － 6,816

総合計
前第１四半期連結会計期間 712,541 699 713,241

当第１四半期連結会計期間 731,441 528 731,969

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。
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④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間
金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 485,782 100.00 493,829 100.00

製造業 46,892 9.65 39,314 7.96

農業、林業 3,165 0.65 3,057 0.62

漁業 509 0.11 740 0.15

鉱業、採石業、砂利採取業 710 0.15 735 0.15

建設業 31,633 6.51 33,847 6.85

電気・ガス・熱供給・水道業 7,447 1.53 8,855 1.79

情報通信業 3,903 0.81 2,206 0.45

運輸業、郵便業 20,446 4.21 20,276 4.11

卸売業、小売業 48,494 9.98 46,962 9.51

金融業、保険業 13,595 2.80 25,061 5.07

不動産業、物品賃貸業 72,488 14.92 75,591 15.31

各種サービス業 64,175 13.21 61,199 12.39

地方公共団体 69,386 14.28 69,101 13.99

その他 102,939 21.19 106,875 21.65

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 485,782 － 493,829 －

（注）「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当行グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

第一種優先株式 300,000,000

計 300,000,000

（注）計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成25年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 95,099,631 同左
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない

当行における標準となる

株式

(単元株式数1,000株)

第一種

優先株式

（注１）

40,000,000 同左 －
（注２、３、４、５、６）

（単元株式数1,000株）

計 135,099,631 同左 － －

（注１）第一種優先株式は企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に基づく「行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等」であります。

（注２）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

(1) 第一種優先株式には、当銀行普通株式を対価とする取得請求権が付与される。第一種優先株式の取得請求

権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当銀行の株価を基準として決定され、又

は修正されることがあり、当銀行の株価の下落により、当該取得請求権の対価として交付される当銀行普

通株式の数は増加する場合がある。

(2) 第一種優先株式の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、取得の請求がなされた第一種優先

株式に係る払込金額の総額を、下記の取得価額で除して算出される。また、取得価額は、原則として、取得請

求期間において、下記の通り毎月１回の頻度で修正される。

取得価額は、当初、取得請求期間の初日に先立つ５連続取引日における当銀行の普通株式の毎日の終値の

平均値に相当する金額とする。

取得請求期間において、毎月第３金曜日の翌日以降、取得価額は、当該第３金曜日までの直近の５連続取引

日の終値の平均値に相当する金額に修正される。

(3) 上記(2)の取得価額は、81円を下限とする。

(4) 第一種優先株式には、当銀行が、平成34年９月29日以降、一定の条件を満たす場合に、当銀行の取締役会が

別に定める日の到来をもって、法令上可能な範囲で、金銭を対価として第一種優先株式の全部又は一部を

取得することができる取得条項が付されている。

（注３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

(1) 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての所有者

との間の取決めの内容

該当事項はありません。

(2) 当銀行の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。
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（注４）第一種優先株式の内容は次のとおりであります。

１．第一種優先配当金

(1) 第一種優先配当金

当銀行は、定款第41条に定める剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主

名簿に記載又は記録された第一種優先株式を有する株主（以下「第一種優先株主」という。）又は第一種

優先株式の登録株式質権者（以下「第一種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」とい

う。）に先立ち、第一種優先株式１株につき、第一種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第一

種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由があった場合には、適

切に調整される。）に、下記(2)に定める配当年率（以下「第一種優先配当年率」という。）を乗じて算出

した額の金銭（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切上げる。以下「第一種優先配当金」

という。）の配当をする。ただし、当該基準日の属する事業年度において第一種優先株主又は第一種優先登

録株式質権者に対して下記２．に定める第一種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額と

する。

(2) 第一種優先配当年率

平成25年３月31日に終了する事業年度に係る第一種優先配当年率

第一種優先配当年率＝初年度第一種優先配当金÷第一種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただ

し、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由があった場

合には、適切に調整される。）

上記の算式において「初年度第一種優先配当金」とは、第一種優先株式１株当たりの払込金額相当額（た

だし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由があった場

合には、適切に調整される。）に、下記に定める優先配当年率としての資金調達コスト（ただし、第一種優

先株式の発行決議日時点において公表されている直近の優先配当年率としての資金調達コストとする。）

を乗じて得られる数に、払込期日より平成25年３月31日までの実日数である185を分子とし365を分母とす

る分数を乗じることにより算出した額の金銭（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切上げ

る。）とする。

平成25年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係る第一種優先配当年率

第一種優先配当年率＝預金保険機構が当該事業年度において公表する優先配当年率としての資金調達

コスト（ただし、預金保険機構が当該事業年度において優先配当年率としての資金調達コストを公表し

ない場合には、直前事業年度までに公表した優先配当年率としての資金調達コストのうち直近のもの）

上記の算式において「優先配当年率としての資金調達コスト」とは、預金保険機構が、原則、毎年７月頃を

目途に公表する直前事業年度に係る震災特例金融機関等の優先配当年率としての資金調達コストをいう。

ただし、優先配当年率としての資金調達コストが日本円TIBOR（12ヶ月物）又は８％のうちいずれか低い

方（以下「第一種優先株式上限配当率」という。）を超える場合には、第一種優先配当年率は第一種優先

株式上限配当率とする。

上記のただし書において「日本円TIBOR（12ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（同日が銀行休業日の場合

は直後の銀行営業日）の午前11時における日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード

・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められ

るもの（％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。）を指すものとする。日本円

TIBOR（12ヶ月物）が公表されていない場合は、４月１日（同日がロンドンの銀行休業日の場合は直後の

銀行営業日）において、ロンドン時間午前11時現在のReuters3750ページに表示されるロンドン・イン

ター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会

（BBA）によって公表される数値（％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。）を、

日本円TIBOR（12ヶ月物）に代えて用いるものとする。

(3) 非累積条項

ある事業年度において第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対してする剰余金の配当の額が

第一種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(4) 非参加条項

第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対しては、第一種優先配当金の額を超えて剰余金の配当

は行わない。ただし、当銀行が行う吸収分割手続のなかで行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第

760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当銀行が行う新設分割手続の中で行われる会社法第763条

第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

EDINET提出書類

株式会社　東北銀行(E03544)

四半期報告書

 9/28



２．第一種優先中間配当金

当銀行は、定款第42条に定める中間配当をするときは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質権者に

先立ち、第一種優先株式１株につき、第一種優先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下「第一種優

先中間配当金」という。）を支払う。

３．残余財産

(1) 残余財産の分配

当銀行は、残余財産を分配するときは、第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対し、普通株主及

び普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株式１株につき、第一種優先株式１株当たりの払込金額相当

額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由が

あった場合には、適切に調整される。）に下記(3)に定める経過第一種優先配当金相当額を加えた額の金銭

を支払う。

(2) 非参加条項

第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 経過第一種優先配当金相当額

第一種優先株式１株当たりの経過第一種優先配当金相当額は、残余財産の分配が行われる日（以下「分配

日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配日（同日を含む。）ま

での日数に第一種優先配当金の額を乗じた金額を365で除して得られる額（円位未満小数第３位まで算出

し、その小数第３位を切上げる。）をいう。ただし、上記の第一種優先配当金は、分配日の前日時点において

公表されている直近の優先配当年率としての資金調達コストを用いて算出する。また、分配日の属する事

業年度において第一種優先株主又は第一種優先登録株式質権者に対して第一種優先中間配当金を支払っ

たときは、その額を控除した額とする。

４．議決権

第一種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第一種優

先株主は、定時株主総会に第一種優先配当金の額全部（第一種優先中間配当金を支払ったときはその額を控

除した額）の支払を受ける旨の議案が提出されないときはその定時株主総会より、第一種優先配当金の額全

部（第一種優先中間配当金を支払ったときはその額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が定時株主総

会において否決されたときはその定時株主総会終結の時より、第一種優先配当金の額全部（第一種優先中間

配当金を支払ったときはその額を控除した額）の支払を受ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事

項について株主総会において議決権を行使することができる。

５．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権

第一種優先株主は、下記(2)に定める取得を請求することができる期間中、当銀行に対して自己の有する第

一種優先株式を取得することを請求することができる。かかる取得の請求があった場合、当銀行は第一種

優先株主がかかる取得の請求をした第一種優先株式を取得するのと引換えに、下記(3)に定める財産を当

該第一種優先株主に対して交付するものとする。

ただし、下記(3)に定める財産としての普通株式数が行使可能株式数を超える場合には、行使可能株式数に

ついて取得請求の効力が生じるものとし、行使可能株式数を超える部分については取得請求がなされな

かったものとみなす。

上記のただし書において「行使可能株式数」とは、(ⅰ)取得請求をした日（以下「取得請求日」とい

う。）における当銀行の発行可能株式総数から、取得請求日における当銀行の発行済株式総数及び取得請

求日における新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の新株

予約権者が当該新株予約権の行使により取得することとなる株式の数を控除した数と、(ⅱ)取得請求日に

おける当銀行の普通株式に係る発行可能種類株式総数から、取得請求日における当銀行の普通株式に係る

発行済株式総数、取得請求権付株式（当該取得請求権の取得請求期間の初日が到来していないものを除

く。）の株主が取得請求権の行使により取得することとなる普通株式の数、取得条項付株式の株主が取得

事由の発生により取得することとなる普通株式の数及び新株予約権（当該新株予約権の権利行使期間の

初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者が新株予約権の行使により取得することとなる普通

株式の数を控除した数の、いずれか小さい方をいう。

(2) 取得を請求することができる期間

平成25年６月29日から平成49年９月28日まで（以下「取得請求期間」という。）とする。
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(3) 取得と引換えに交付すべき財産

当銀行は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株主が取得の請求をした第一種優先株式数に第

一種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当

て、株式の併合又はこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(4)ない

し(8)に定める取得価額で除した数の普通株式を交付する。なお、第一種優先株式の取得と引換えに交付す

べき普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

(4) 当初取得価額

取得価額は、当初、取得請求期間の初日に先立つ５連続取引日（取得請求期間の初日を含まず、株式会社東

京証券取引所（当銀行の普通株式が複数の金融商品取引所に上場されている場合、取得請求期間の初日に

先立つ１年間における出来高が最多の金融商品取引所）における当銀行の普通株式の終値（気配表示を

含む。以下「終値」という。）が算出されない日を除く。）の毎日の終値の平均値に相当する金額（円位未

満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただし、かかる計算の結果、取得価額が下

記(7)に定める下限取得価額を下回る場合は、下限取得価額とする。

(5) 取得価額の修正

取得請求期間において、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌日以降、取得価額は、決定日まで

（当日を含む。）の直近の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日ではない場合は、

決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の終値の平均値に相当する金額（円位未満小数第１

位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）に修正される（以下かかる修正後の取得価額を「修正後取

得価額」という。）。ただし、かかる計算の結果、修正後取得価額が下記(7)に定める下限取得価額を下回る

場合は、修正後取得価額は下限取得価額とする。なお、上記５連続取引日の初日以降決定日まで（当日を含

む。）の間に、下記(8)に定める取得価額の調整事由が生じた場合、修正後取得価額は、取締役会が適当と判

断する金額に調整される。

(6) 上限取得価額

取得価額には上限を設けない。

(7) 下限取得価額

下限取得価額は81円とする（ただし、下記(8)による調整を受ける。）。

(8) 取得価額の調整

イ．第一種優先株式の発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額（下限取得価額を含む。）

を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する（以下、調整後の取得価額を

「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、そ

の小数第１位を切捨てる。

(ⅰ)　取得価額調整式に使用する時価（下記ハ.に定義する。以下同じ。）を下回る払込金額をもって普

通株式を発行又は自己株式である普通株式を処分する場合（無償割当ての場合を含む。）（ただ

し、当銀行の普通株式の交付を請求できる取得請求権付株式もしくは新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。以下、本(8)において同じ。）その他の証券（以下「取得請求権付株式

等」という。）、又は当銀行の普通株式の交付と引換えに当銀行が取得することができる取得条項

付株式もしくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下「取得条項付株式等」という。）が取得

又は行使され、これに対して普通株式が交付される場合を除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

じ。）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌日以降、又は株主に募集株式の割当てを受ける

権利を与えるためもしくは無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用

する。

(ⅱ)　株式の分割をする場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日における

当銀行の自己株式である普通株式に関して増加する普通株式数を除く。）が交付されたものとみな

して取得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。
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(ⅲ)　取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記ニ.に定義する。以下、本(ⅲ)、下記(iv)及び

(v)並びに下記ハ.(iv)において同じ。）をもって当銀行の普通株式の交付を請求できる取得請求権

付株式等を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当

ての場合はその効力発生日）に、又は株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるた

めもしくは無償割当てのための基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当

初の条件で取得又は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して

算出し、その払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当ての場合はその効力発生日）の翌

日以降、又はその基準日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定しておら

ず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行

した場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取

得価額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取

得又は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価

額決定日の翌日以降これを適用する。

(iv)　当銀行が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本イ.又は

ロ.と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行われる日

（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整

式に使用する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得又は行使

されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日

以降これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取得価額

を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」

という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)又は本(iv)による調整が行われ

ていない場合

調整係数は１とする。

(b) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)又は本(iv)による調整が行われ

ている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行

われている場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記(ⅲ)又は本(iv)による直前の調整を

行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。

(c) 当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記(ⅲ)又は本(iv)による調整が行われ

ている場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記(5)による取得価額の修正が行

われていない場合

調整係数は、上記(ⅲ)又は本(iv)による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取得価

額で除した割合とする。

(v)　取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって普通

株式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記(ⅲ)又は(iv)による取得価額の調整が行われてい

る場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通

株式数（下記ホ.に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該

超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、取得の直前の

既発行普通株式数を超えないときは、本(v)による調整は行わない。

(vi)　株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少する普通株式数（効力発生日に

おける当銀行の自己株式である普通株式に関して減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示し

て交付普通株式数とみなして取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。

ロ. 上記イ.(i)ないし(vi)に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換又は株式移転等により、取得価額

（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額（下限取得価

額を含む。）に変更される。
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ハ. (i) 取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の終値の

平均値（終値のない日数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円位未満小数第１位まで算出し、

その小数第１位を切捨てる。なお、上記５連続取引日の間に、取得価額の調整事由が生じた場合、調整

後取得価額は、本(8)に準じて調整する。

(ⅱ) 取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日において有効

な取得価額とする。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記イ.(i)ないし

(ⅲ)に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含まない。）の、基準日が

ない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当銀行の発行済普通株式数（自己株式で

ある普通株式の数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記イ.及びロ.に基づき「交付普通株式

数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株式数（ある取得請求権付株式等につ

いて上記イ.(iv)(b)又は(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日を含む。）からは、当該取得

請求権付株式等に係る直近の上記イ.(iv)(b)又は(c)に基づく調整に先立って適用された上記イ.(ⅲ)

又は(iv)に基づく調整により「交付普通株式数」とみなされた普通株式数は含まない。）を加えたも

のとする。

(ⅳ) 取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記イ.(i)の場合には、当該払込金額

（無償割当ての場合は０円）（金銭以外の財産による払込の場合には適正な評価額）、上記イ.(ii)及

び(vi)の場合には０円、上記イ.(ⅲ)ないし(v)の場合には価額（ただし、(iv)の場合は修正価額）とす

る。

ニ. 上記イ.(ⅲ)ないし(v)及び上記ハ.(iv)において「価額」とは、取得請求権付株式等又は取得条項付株式

等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の価額

を加えた額とする。）から、その取得又は行使に際して当該取得請求権付株式等又は取得条項付株式等の

所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される

普通株式の数で除した金額をいう。

ホ. 上記イ.(v)において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通株式数

から、上記ハ.(ⅲ)に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式数で当該

取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株式数を加え

たものとする。

ヘ. 上記イ.(i)ないし(ⅲ)において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準日以降

に開催される当銀行の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合には、上

記イ.(i)ないし(ⅲ)の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の

翌日以降にこれを適用する。

ト. 取得価額調整式により算出された上記イ.第２文を適用する前の調整後取得価額と調整前取得価額との差

額が１円未満にとどまるときは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式によ

る取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前

取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額（ただし、円位未満小数第２位までを算出

し、その小数第２位を切捨てる。）を使用する。

(9) 合理的な措置

上記(4)ないし(8)に定める取得価額（下記７．(2)に定める一斉取得価額を含む。以下、本(9)において同

じ。）は、希薄化防止及び異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものとし、その算

定が困難となる場合又は算定の結果が不合理となる場合には、当銀行の取締役会は、取得価額の適切な調

整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

(10) 取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

(11) 取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記(10)に記載する取得請求受付場所に到着した時に発生す

る。
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６．金銭を対価とする取得条項

(1) 金銭を対価とする取得条項

当銀行は、平成34年９月29日以降、取締役会が別に定める日（以下「取得日」という。）が到来したとき

は、法令上可能な範囲で、第一種優先株式の全部又は一部を取得することができる。ただし、取締役会は、当

該取締役会の開催日まで（当日を含む。）の30連続取引日（ただし、終値のない日は除き、開催日が取引日

でない場合は、開催日の直前の取引日までの30連続取引日とする。）の全ての日において終値が下限取得

価額を下回っている場合で、かつ、金融庁の事前承認を得ている場合に限り、取得日を定めることができ

る。この場合、当銀行は、かかる第一種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める財産を第一種優

先株主に対して交付するものとする。なお、第一種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法によ

る。取得日の決定後も上記５．(1)に定める取得請求権の行使は妨げられないものとする。

(2) 取得と引換えに交付すべき財産

当銀行は、第一種優先株式の取得と引換えに、第一種優先株式１株につき、第一種優先株式１株当たりの払

込金額相当額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類す

る事由があった場合には、適切に調整される。）に経過第一種優先配当金相当額を加えた額の金銭を交付

する。なお、本(2)においては、上記３．(3)に定める経過第一種優先配当金相当額の計算における「残余財

産の分配が行われる日」及び「分配日」をいずれも「取得日」と読み替えて、経過第一種優先配当金相当

額を計算する。

７．普通株式を対価とする取得条項

(1) 普通株式を対価とする取得条項

当銀行は、取得請求期間の末日までに当銀行に取得されていない第一種優先株式の全てを、取得請求期間

の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって一斉取得する。この場合、当銀行は、かかる第一種

優先株式を取得するのと引換えに、各第一種優先株主に対し、その有する第一種優先株式数に第一種優先

株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第一種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の

併合又はこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記(2)に定める普通株

式の時価（以下「一斉取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。第一種優先株

式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に

従ってこれを取扱う。

(2) 一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の毎日の終値の平均値（終値が算

出されない日を除く。）に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）

とする。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取

得価額とする。

８．株式の分割又は併合及び株式無償割当て

(1) 分割又は併合

当銀行は、株式の分割又は併合を行うときは、普通株式及び第一種優先株式の種類ごとに、同時に同一の割

合で行う。

(2) 株式無償割当て

当銀行は、株式無償割当てを行うときは、普通株式及び第一種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の無

償割当てを、同時に同一の割合で行う。

９．法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当銀行の取締役会

は合理的に必要な措置を講じる。

10．その他

上記各項は、各種の法令に基づく許認可等の効力発生を条件とする。
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（注５）種類株主総会の決議

当銀行は、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めていない。

（注６）議決権の有無及びその理由

当銀行は、第一種優先株式とは異なる普通株式について定款に定めている。普通株式は株主としての権利内

容に制限のない当銀行における標準となる株式であるが、第一種優先株式を有する株主は、上記４．に記載

の通り、一定の場合を除いて株主総会において議決権を有しない。これは、第一種優先株式を剰余金の配当や

残余財産の分配について優先的内容を有する代わりに議決権制限株式としたことによるものである。　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 135,099 － 13,233 － 11,154

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
第一種優先株式

40,000,000
－

「１（１）②発行済

株式」の「内容」欄

に記載のとおりであ

ります。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　323,000
－

「１（１）②発行済

株式」の「内容」欄

に記載のとおりであ

ります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　 93,847,000 93,847 同上

単元未満株式 普通株式　　　929,631 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 135,099,631 － －

総株主の議決権 － 93,847 －

（注）１．上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が６千株含まれてお

ります。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が６個含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式846株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社東北銀行
盛岡市内丸３番１号 323,000 － 323,000 0.34

計 ―― 323,000 － 323,000 0.34

（注）１．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）」は発行済普通株式の総数に対する割合であります。

２．平成25年６月30日現在の「所有株式数の合計」は、327,000株となっております。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成25年４月１日　至平

成25年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）に係る四半期連結財務

諸表について、北光監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

現金預け金 21,006 20,046

コールローン及び買入手形 40,200 55,100

商品有価証券 10 10

有価証券 200,890 210,460

貸出金 ※1
 503,030

※1
 493,829

外国為替 858 532

その他資産 6,459 7,982

有形固定資産 8,880 8,858

無形固定資産 2,100 1,958

繰延税金資産 2,219 2,476

支払承諾見返 4,875 4,741

貸倒引当金 △6,130 △5,709

資産の部合計 784,400 800,286

負債の部

預金 707,345 725,153

譲渡性預金 8,544 6,816

借用金 21,356 21,356

社債 1,200 1,200

その他負債 3,499 4,032

退職給付引当金 2,232 2,243

睡眠預金払戻損失引当金 10 10

偶発損失引当金 302 295

ポイント引当金 18 21

利息返還損失引当金 11 11

再評価に係る繰延税金負債 1,009 1,009

支払承諾 4,875 4,741

負債の部合計 750,406 766,891

純資産の部

資本金 13,233 13,233

資本剰余金 11,159 11,159

利益剰余金 6,128 6,264

自己株式 △64 △64

株主資本合計 30,457 30,592

その他有価証券評価差額金 752 19

土地再評価差額金 1,627 1,627

その他の包括利益累計額合計 2,380 1,647

少数株主持分 1,156 1,154

純資産の部合計 33,993 33,395

負債及び純資産の部合計 784,400 800,286
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

経常収益 3,910 5,148

資金運用収益 2,647 2,653

（うち貸出金利息） 2,319 2,235

（うち有価証券利息配当金） 305 395

役務取引等収益 550 548

その他業務収益 667 1,437

その他経常収益 ※1
 44

※1
 508

経常費用 3,345 4,531

資金調達費用 169 128

（うち預金利息） 108 94

役務取引等費用 209 208

その他業務費用 284 1,599

営業経費 2,467 2,545

その他経常費用 ※2
 214

※2
 50

経常利益 564 616

特別利益 － －

特別損失 1 0

固定資産処分損 0 0

災害による損失 1 －

税金等調整前四半期純利益 563 616

法人税、住民税及び事業税 109 58

法人税等調整額 133 173

法人税等合計 243 232

少数株主損益調整前四半期純利益 320 383

少数株主利益 14 0

四半期純利益 305 382
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 320 383

その他の包括利益 10 △732

その他有価証券評価差額金 10 △732

四半期包括利益 330 △349

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 316 △349

少数株主に係る四半期包括利益 14 0
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

破綻先債権額 588百万円 532百万円

延滞債権額 22,435百万円 21,591百万円

３ヵ月以上延滞債権額 165百万円 213百万円

貸出条件緩和債権額 402百万円 541百万円

合計額 23,592百万円 22,878百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

貸倒引当金戻入益 －百万円 261百万円

株式等売却益 －百万円 164百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

貸倒引当金繰入額 118百万円 －百万円

株式等償却 74百万円 －百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 170百万円 250百万円

（注）第１四半期連結累計期間において、のれんの償却額は発生しておりません。
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．配当金支払額

　
（決　議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 236 2.5平成24年３月31日平成24年６月22日利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当金支払額

　
（決　議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月20日

定時株主総会

普通株式 236 2.5平成25年３月31日平成25年６月21日利益剰余金

第一種

優先株式
10 0.25平成25年３月31日平成25年６月21日利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額銀行業務 リース業務 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する経常収益 3,453 317 3,770 139 3,910 － 3,910

セグメント間の内部経常収益 79 14 93 159 253 △253 －

計 3,532 331 3,864 299 4,163 △253 3,910

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
484 △1 482 80 563 1 564

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、ソ

フトウェアの開発及び販売業であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額１百万円は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額銀行業務 リース業務 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する経常収益 4,755 269 5,025 123 5,148 － 5,148

セグメント間の内部経常収益 61 12 73 96 170 △170 －

計 4,816 282 5,099 219 5,318 △170 5,148

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
599 △2 597 17 615 1 616

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、ソ

フトウェアの開発及び販売業であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額１百万円は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成25年３月31日）

次表の「有価証券」には、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等884百万円が含まれてお

りません。

科目
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券 200,005 200,005 －

当第１四半期連結会計期間（平成25年６月30日）

次表の「有価証券」には、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等911百万円が含まれてお

りません。

科目
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券 209,549 209,549 －

（注）有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は当行が合理的と判断した情報ベンダー及び取引金融機関等から

提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関等から提示された価

格によっております。

自行保証付私募債は、内部格付、保全、期間に基づき、元利金の合計額を同様の新規引受を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて時価を算出しております。

前連結会計年度の変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、一部の変動利付国

債については引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、合理的に算定された価額をもって連結貸

借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価

証券」は39百万円増加、「繰延税金資産」は14百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は25百万円増加して

おります。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びゼロフロアーオプション価値等から見積もった

将来キャッシュ・フローを同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しております。主な価格決

定変数は、国債の利回り及びスワップションのボラティリティであります。

当第１四半期連結会計期間においては、変動利付国債を保有しておりません。

なお、その他有価証券で時価のあるものに関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しており

ます。
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（有価証券関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。

その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 3,755 3,883 127

債券 183,666 186,389 2,723

国債 101,851 103,209 1,358

地方債 12,325 12,770 444

社債 69,488 70,409 920

その他 11,380 9,733 △1,647

合計 198,802 200,005 1,203

当第１四半期連結会計期間（平成25年６月30日）

　 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 2,327 2,523 196

債券 198,685 198,683 △2

国債 109,984 109,724 △259

地方債 10,301 10,369 68

社債 78,399 78,588 189

その他 8,497 8,342 △155

合計 209,509 209,549 39
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 円 3.22 4.04

（算定上の基礎）  　 　

四半期純利益 百万円 305 382

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る四半期純利益 百万円 305 382

普通株式の期中平均株式数 千株 94,780 94,774

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
円 － 2.23

（算定上の基礎） 　 　 　

四半期利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 － 76,335

うち優先株式 千株 － 76,335

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

　 － －

（注）なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月１日

株式会社　東　北　銀　行

取締役会　御中

北 光 監 査 法 人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　政徳　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 多田　秋雄　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東北銀行

の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東北銀行及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、独立監査人の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

　　（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 ※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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